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1．はじめに 

著者らは，宅地地盤の液状化対策としてグラベルパ

イル工法(以降，GP と記す)に着目している．GP 工法

は液状化対策効果として，締固め効果，間隙水圧消散

効果，剛性による構造効果が期待できる．しかし，そ

れぞれがどの程度影響するかは明らかとなっていない．       

また，宅地地盤は規模が小さく表層部の対策になるた

め社会基盤施設に用いる地盤改良工法の設計指針をそ

のまま適用すると問題が生じる．そこで，宅地に合わ

せた設計指針構築の必要がある．本稿では GP の液状

化対策効果を明らかにすることを目的とし，コーン貫

入試験，振動台模型試験を実施した結果を報告する． 

2.試験方法 

 本試験では，GP 4本を格子状に打設し，格子中央点

における地盤の締固め効果や間隙水圧消散効果が地盤

改良工法で用いられるように，GP の面積比による改

良率で整理できるかについてコーン貫入試験と振動台

模型試験から検討した．  

2.1コーン貫入試験 

模型地盤には東北珪砂6号を用いた．また，水中落

下法により地盤をDr=60%となるよう作製した．GPの

形成には砕石 7 号を使用し，長さは 150mm とした．

試験では，杭径と杭間隔が異なるが，改良率が等しい

事例を検討するため，杭径を変化させる case1~5(表-1)

を実施した．  

2.2振動台模型試験 

模型地盤はコーン貫入試験と同様に東北硅砂 6号

で作製し，相対密度は，40%，60％とした．格子中央

点におけるGL-5cm，-10cm，-15cmで加振時の過剰

間隙水圧を計測し，過剰間隙水圧比(以降 ∆ 𝑢 𝜎′⁄  と

記す)の変化から液状化対策効果を評価した．入力加 

速度は sin波(6Hz)とし，1.0m/s2となるように加振を 

 

行った．本試験では，表-1に示す case1~3,5~7を実施

した． 

 

 

3．試験結果と考察 

3.1コーン貫入試験 

 各試験における格子中央点での深度と貫入抵抗値の

関係を図-1に示す．未改良地盤では，貫入抵抗が深さ

方向に線形的に増加していることがわかる．一方，打

設後の貫入抵抗は未改良地盤に対して全域で増加して

おり，大きな締固め効果を示している．深層部では深

さ方向に線形的に増加する結果が得られたが，浅層部

では貫入抵抗の増加がやや小さい結果が得られた．こ

の結果から，浅層部においては打設による地盤の抜け

杭種
杭径
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case1 未改良

60

case2 GP 38 140 5

case3 GP 38 120 8

case4 GP 24 89 5

case5 GP 24 75 8

case6 GP 38 140 5
40

case7 GP 38 120 8

図-1 格子中央点における貫入深度と貫入抵抗値 
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表-1 模型試験ケース 



上がりが生じ，GP による地盤の締固め効果はやや小

さいことがわかった．また，杭径は異なるが，改良率

が同じ事例の試験(case2,4および case3,5)では貫入抵抗

の増分は等しい結果が得られ，GP の締固め効果は面

積比による評価が可能であることが明らかとなった．  

3.2振動台模型試験 

各試験における格子中央点での過剰間隙水圧の時

刻歴(GL-150mm)を図-2に示す．case1, case5では，振

動開始直後に ∆ 𝑢 𝜎′⁄  が急激に増加して，液状化を示

す 1.0 に達している．それ以外のケースはいずれも過

剰間隙水圧の上昇が抑制されており，完全液状化は発

生していない．case3,case5は，杭径や杭間隔が異なり 

改良率が同じ事例であったが，杭径が大きい改良地盤

(case3)では液状化を顕著に抑制していたのに対し，杭

径が小さい改良地盤(case5)では液状化が確認された．

また，case2と case6，case3と case7は，相対密度が異

なり杭径が同じ事例であったが，液状化対策効果には

差異が見られた．GP の対策効果で考えられる排水効

果は面積による改良率で考慮できることが示されてい

ることから，改良率で対策効果を表現できないのは改

良体の剛性効果を表現できていない可能性がある．こ

の点については GP の本数を変化させるなどの群杭効

果を検討する必要があると思われる． 

次に，加振時に発生する最大過剰間隙水圧の深度分

布を図-3に示す．図中の実線は，有効土被り圧と深度

の関係を示しており，過剰間隙水圧が有効土被り圧と

等しくなった時点で液状化となる．case1，case5では，

各深度で等しくなっており，全層で液状化しているこ

とがわかる．それに対して，case2では，地表面からGL-

50mm までの浅い部分で過剰間隙水圧が有効土被り圧

とほぼ等しくなっているが，GL-50mm以深では有効土

被り圧よりも小さくなっており，液状化には至ってい

ない．また，case4では各深度で液状化を抑制している．

これらから，深度が大きいほど改良効果が得られてい

ることがいえる．最後に，各ケースの最大過剰間隙水

圧比をまとめたものを表-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．まとめ 

 本検討では，GPによる締固め効果を確認するため，

現地試験およびコーン貫入試験を実施した．本検討の

結果から得られた知見は以下の通りである． 

1) 改良地盤浅層部においては，打設による地盤の抜

け上がりが生じ，改良効果を得ることが難しい． 

2) 格子中央点における GP の締固め効果は，面積比

による改良率で評価できる． 

3) 液状化対策効果は，深層部ほど大きく浅層部では

小さい． 
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最大過剰間隙水圧比

GL-5cm GL-10cm GL-15cm

case1 1.09 1.04 1.03

case2 1.00 0.74 0.47

case3 0.18 0.13 0.11

case5 1.12 1.11 1.03

case6 1.07 1.05 0.85

case7 0.99 0.98 0.70

表-2 各ケースにおける最大過剰間隙水圧比 

図-3 最大過剰間水圧比の深度分布 
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図-2 過剰間隙水圧比の時刻歴 
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